





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































合 計 343 1,170 
(出所）Ｎ・Grieser,ｏｐｃｉｔ.ｐ､85.
てはならない。
ジョバー業者の企業形態を示す表２によると，ブローカー以上に小規模
業者の集中度が高いことが分かる。すなわち，ジョバー業者のほぼ半数は
個人営業か２人のパートナーシップで構成されていた。したがって，上記
のように統計・調査部門をもち，独自の分析結果を生み出すような大手の
業者はまれであった(2)。それに，拙著でも述べたように，戦間期のジョバ
ー業務は困難化し，業者数の減少傾向が進行していた。それだけに新しい
情報の収集・処理にコストを割くことは大きな負担であったと思われる。
しかしまた，そのようなベクトルに向かわなければジョバー業者として生
き残ることも難しかったのである。
（１）表１と表２に示されたグリーサーの数字の根拠は不明である。企業数
は，Michie,ｏｐ.ｃit・ｐ２０２の1938年の数字とほぼ同じなので，同様の資料
に拠るものと一応は考えられる。飯田，前掲書，226頁では，1938年のブ
ローカー数は2,491名，ジョパー数は1,433名となっているが，これはモー
ガンートーマスの共著書の224頁に依拠したものであり，ミキの著書の表
５．５の数字と合致する。会員権をもちながら活動していない業者が208人
266 
いたので，1938年時点でのロンドン取引所の会員総数は4,132名となる。
ところが，同じミキの著書の表５．４では4,076名となっていて56名の相違
がある。この相違についてミキは何も説明していないが，原資料が異なる
ためなのか，はっきりしない。いずれにしてもロンドン証券取引所の公式
文書であるから，当時の会員数などについて，取引所じたい正確に把握し
ていなかったとも考えられる。
（２）1930年代末の時点において，ロンドン証券取引所には零細業者が多かっ
たことは確かであるが，第１次大戦直前と比較すれば，総じて事業規模が
拡大したことは間違いない。というのも，Ｄ・キナストンによれば，１９１４
年における１業者あたりのパートナー数は3.14だったのに対し（飯田隆
「第１次大戦前のロンドン証券取引所」「証券研究』第109巻，313頁)，グ
リーサーの数字では4.2に増加するからである。
主としてロンドン証券取引所総務委員会の資料に依拠したミキの著書に
よれば，戦間期の取引所会員の多くは保守的で，大衆投資家層の出現とい
う新事態に対応できなかった。パートナー数を増加して事業規模を拡大し
たり，それに伴うクラーク（事務員）の増員，宣伝・広告活動の強化，支
店網の確立ないし拡張を実施した業者はまれな存在だった。大多数の会員
ブローカーは第１次大戦前と同様のビジネス・スタイル，すなわち少数の
富裕な個人投資家や資力のある機関投資家とのプライヴェートな取引関係
の維持に固執していたという。CfMichie,ｏｐ､Cit､ｐｐ､196-207．ミキの叙述
には，そうした保守性・消極性を強調する傾向がある。
他方で，いくつかの大手ブローカーが新事態に対処すべ〈，情報の収
集・処理システムの構築に注力していたことも事実である。例えばカズノ
ブの場合，1930年代に入ると「オーミグ・システム」と呼ばれる情報処理
のための機械化（今日でいうＯＡ化）を推進していた。CfDKynaston，
Qzze"0zﾉＣ＆ＣＤ､:ＡＨⅨs功ry,London,1991.ｃｈ６・ロンドン取引所会員業者
の保守'性はグリーサー論文に出てくるデータ（表１や表２）でも窺うこと
ができるが，１業者あたりのパートナー数の増加にみられるように，個々
の業者の中には，相当程度の改革を敢行したケースも存在したのである。
ミキがグリーサー論文を参照していたならば，その論調は若干違ったもの
になったかも知れない。
（未完）
